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1. はじめに 
超高層建物における鋼板耐震壁の心棒利用にあたり，

架構の損傷評価は重要である。心棒柱を用いた平面骨組

みモデルにおける変形集中の抑制手法は，荒木ら１）によ

って提案されている。鋼板耐震壁例えば２）は建物高さ方向

に連層配置することにより入力エネルギーを建物全体に

均一に分配させる心棒効果が見込まれるが，壁要素によ

る部材モデルでの架構損傷の評価はいまだ不明確である。 

そこで本報ではその第一段の検討として，超高層建物

を対象に静的増分解析および入力地震動倍率を変化させ

た時刻歴応答解析を行い，鋼板耐震壁の有無による架構

損傷への影響を確認する。 
2. 解析モデル概要 
2.1 建物モデル概要 
検討対象建物は鋼板耐震壁（以降，耐震壁と呼称する。）

を有する CFT 造地上 25階建て，高さ H = 116.4 m，建物幅

B = 57.6 m，建物奥行 D = 64.8 m，直接基礎の建物モデル

である。構造形式はラーメン構造とする。Fig. 1 に対象建

物概要，Table 1 に柱梁諸元，Table 2 に耐震壁諸元を示す。

本報では，耐震壁を有する建物モデルを壁ありモデル，

架構のみの建物モデルを壁なしモデルと呼称する。なお，

Fig. 1 には耐震壁を有する建物モデルを示しており，壁の

ない建物モデルは壁を有する建物モデルから耐震壁と付

加柱，付加柱基礎接合部のピン支持を取り除いたもので

ある。主架構上部構造の復元力特性は弾塑性，基礎梁は

弾性であり，柱はファイバーモデル，梁は剛塑性回転バ

ネを有する線材としてモデル化した。減衰タイプは，各

モデルの弾性１次固有周期に対して 2%の初期剛性比例減

衰とする。Table 2 より，耐震壁は 1~6 層で板厚 t = 12 mm，

7~25 層で板厚 t = 9 mm のものを設置している。なお，モ

デル化には構造計算プログラムであるRESP-D３）を用いた。 
2.2 耐震壁のモデル化概要 

Fig. 2 に耐震壁のモデル化概要を示す。本報では壁エレ

メント置換によってモデル化する３）。壁エレメントとは，

壁のせん断断面積と壁のみの曲げ剛性を有する壁柱と，

壁柱上下端に設けた剛梁からなり，剛梁は壁を囲む柱と

梁の端部にピン接合される。本報では壁柱を弾性として

モデル化する。なお，耐震壁が取り付く境界梁に固定度

を与えるために，壁中梁では剛性増大率α（本報ではα

=100）を乗ずる４）。 
 Table 1 柱梁諸元 

柱 

□-800 800 25 25 

～  
□-850 850 50 50 

TMCP385, 
Fc = 45～60 N/mm2 

梁 

H-1150 400 12 28 
(a)基準階平面図 ～  

 

H-1350 550 12 32 
W:SN490,F:TMCP385 

Table 2 耐震壁諸元 

耐

震

壁 

配置 
[層] 

幅 
B[mm] 

板厚 
t[mm] 

7～25 2400 9 
1～6 2400 12 

付

加

柱 

H-800 600 19 36 
W:TMCP385 
F:TMCP385 

 (b)X 方向 (c)Y 方向 
Fig. 1 対象建物概要(壁あり) 

 

 
(a)耐震壁 (b)壁エレメント置換モデル 

Fig. 2 耐震壁のモデル化概要 
2.3 耐震壁の有無と弾性固有周期の関係 

Table 3 に固有値解析より求まる弾性固有周期を示す。

壁なしモデルでは壁ありモデルと比較して，弾性１次固

有周期が 0.10 s 程度長くなる。 
Table 3 弾性固有周期 

モデル 
弾性固有周期 [s] 

T1 T2 T3 
X Y X Y X Y 

壁あり 2.92 2.90 0.99 1.00 0.57 0.58 
壁なし 3.02 3.02 1.03 1.06 0.60 0.62 

ピン
壁柱

剛棒
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Y10
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2.4 m
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3 解析結果 
3.1 静的増分解析結果に基づく構造特性確認 
壁ありモデルおよび壁なしモデルの X，Ｙ方向に対し

てそれぞれ静的増分解析を行う。なお，作用させる静的

荷重は Table 3 に示す壁なしモデルの弾性１次固有周期

𝑇𝑇�� � 3.02 s，𝑇𝑇�� � 3.02 sを用いて算出した Ai 分布に基づ

くものとする。Fig. 3 に静的増分解析に基づく層せん断力

Q と層間変形角 R 関係，Fig. 4 に層剛性 Kiの高さ方向分布，

Fig. 5 に耐震壁の層剛性寄与率 Ki/Kf,i の高さ方向分布を示

す。なお，Fig. 4 における層剛性 Kiとは Fig. 3 に示す Q-R
関係の弾性剛性，Fig. 5 に示す耐震壁の層剛性寄与率

Ki/Kf,iとは壁ありモデルの層剛性 Kiを壁なしモデルの層剛

性 Kf,iで基準化した値である。Fig. 4，5 より，壁ありモデ

ルでは全層において層剛性が増加する傾向が見られ，耐

震壁の層剛性寄与率 Ki/Kf,iは 1.07程度である。Fig. 6，7に
X および Y 方向における各層の弾性限変形時の層間変形

角，ベースシア係数の高さ方向分布をそれぞれ示す。こ

こで，各層の弾性限変形時における層間変形角を Ry,i，ベ

ースシア係数を Cbと定義する。なお，Ry,iは Fig. 3 に示す

〇（●）の位置である。Fig. 6 より，Ｘ方向，Ｙ方向とも

に壁ありモデルでは Ry,i が壁なしモデルよりも小さくなる

結果が得られた。Fig. 7 より，Ｘ方向の壁ありモデルでは

壁なしモデルよりも小さな荷重時に塑性化する一方で，

Ｙ方向の壁ありモデルでは全層において壁なしモデルよ

りも大きな荷重時に弾性限変形を迎える結果が得られた。

以上の結果から，Ｘ方向構面の耐震壁配置では，壁なし

モデルと比較して，層間変形角および荷重の2つの観点か

ら架構の初降伏を早める構造特性となっていることが示

唆される。一方で，Ｙ方向構面の耐震壁配置では，壁な

しモデルと比較して，より小さな層間変形角およびより

大きな荷重が作用するタイミングで初降伏を迎えること

から，架構の初降伏を遅らせる構造特性になっていると

言える。Fig. 8，9 に X 方向および Y 方向における静的増 

分解析結果に基づく塑性ヒンジ発生の位置およびタイミ

ングの分布をそれぞれ示す。ここでは，ベースシア係数

Cb の値で色分けして塑性ヒンジの発生タイミングを示す。

Fig. 8(a)(b)より，X 方向の壁ありモデルでは壁なしモデル

と比較して，すべての構面において上層部でより多くの

塑性ヒンジ発生が確認できる。しかし，X 方向の壁なし

モデルでは Y10 構面で初降伏を迎える構造特性であるの

に対し，壁ありモデルでは耐震壁を配置することによっ

て Y2 構面での降伏が先行する構造特性に変化しているこ

とが分かる。このことから，Ｘ方向の耐震壁配置では架

構の損傷分布を建物高さ方向に均一化できる可能性が示

唆されているが，耐震壁設置構面においては，早期に耐

震壁に挟まれた境界梁が降伏していることが確認できる。 
続いて，Fig. 9(a)(b)より，Y 方向の壁ありモデルでは，

壁なしモデルと比較して，X 方向と同様にすべての構面

において上層部での塑性ヒンジ発生が確認できる。X 方

向（Fig.8）との違いとして，Ｙ方向の壁なしモデルでは

X1 構面で初降伏を迎える構造特性が確認できるが，壁あ

りモデルでも同様の傾向がみられ，耐震壁による境界梁

の降伏早期化は確認できない。したがって，Ｙ方向の耐

震壁配置では，X 方向のように鋼板耐震壁を設置しても

降伏変形を早めることなく，建物の高さ方向に損傷を均

一化できる可能性がある。 

 

  

(a)X 方向 (b)Y 方向 
Fig. 3 Q-R関係 

 
 

 

 

 

    

 (a)X 方向 (b)Y 方向   (a)X 方向 (b)Y 方向  
 Fig. 4 層剛性の高さ方向分布  Fig. 5 耐震壁の層剛性寄与率高さ方向分布（壁あり） 
  

 

  

  

 

 (a)X 方向 (b)Y 方向   (a)X 方向 (b)Y 方向  
Fig. 6 各層の弾性限変形時の層間変形角高さ方向分布 Fig. 7 各層の弾性限変形時のベースシア係数高さ方向分布 
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 壁あり 壁なし   壁あり 壁なし  
(a) Y2 通り (b) Y10 通り 
Fig. 8 塑性ヒンジ発生の位置およびタイミングの分布（X 方向） 

 
        

 壁あり 壁なし   壁あり 壁なし  
(a) X4 通り (b) X1 通り 
Fig. 9 塑性ヒンジ発生の位置およびタイミングの分布（Y 方向） 

3.2 時刻歴応答解析結果に基づく地震波倍率と損傷評価 
壁ありモデルおよび壁なしモデルの X，Ｙ方向に対し

てそれぞれ時刻歴応答解析を行う。検討用入力地震動

は，速度応答スペクトルを SV = 80 cm/s (h = 5%)とした告

示波とし，位相特性は HACHINOHE1968 EW ５）を用い

る。地震波倍率をλEQ 倍と定義してλEQ = 1.0，2.0，3.0
の 3 ケースで検討を行う。Fig. 10 に入力地震動概要を示

す。Fig. 10には減衰定数 h = 5%のときの速度応答スペク

トル Sv，h = 10%のときのエネルギースペクトル VEをそ

れぞれ示す。 

 

(a) 加速度波形 

  
(b) 速度応答スペクトル 

（h = 5%） 
(c) エネルギースペクトル 

（h = 10%） 
Fig. 10 入力地震動概要（λEQ = 1.0） 

Fig. 11(a)，(b)に壁ありモデルおよび壁なしモデルの

地震波倍率λEQと層間変形角の最大値 Rmaxの関係を示す。

Y 方向では壁ありモデルの方が壁なしモデルよりも層間

変形角が小さい傾向があり，地震波倍率の増加に伴い，

低減効果も大きくなっていることが分かる。一方で，X
方向における地震波倍率 1.0～2.0 倍での壁ありモデルの

層間変形角は壁なしモデルと大きな差は見られない。 
  

 

(a) X 方向 (b) Y 方向  
Fig. 11 地震波倍率と層間変形角の最大値の関係 

Fig. 12 に層間変形角の最大値 Ri max，Fig. 13 に層間変

形角の最大値 Ri maxを Ri maxの平均値 Raveで基準化した値

Ri,max/Raveの高さ方向分布を示す。Fig. 12，13(b) Y 方向に

おいて，壁なしモデルでは 7 層付近の層間変形角が増大

しているのに対し，壁ありモデルでは特定層への変形

が抑制されていることが分かる。また，壁ありモデル

の Ri,max/Rave はすべての層において壁なしモデルよりも

1.0 に近い値を示すことから，連層配置した耐震壁によ

る変形集中抑制の効果が得られたと考えられる。Fig. 12，
13(a) Ｘ方向より，Ｘ方向においても Y 方向と同様の傾 
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(a)X 方向 (b)Y 方向 
Fig. 12 層間変形角の高さ方向分布 
  

 

(a)X 方向 (b)Y 方向 
Fig. 13 層間変形角の平均値に対する最大値 

向がみられるが，Ｙ方向と比較して変形集中抑制の効

果は軽微である。 
Fig. 14に地震波倍率λEQとエネルギー吸収率ΣWf /Eの

関係を示す。ここで，ΣWf は全層における架構の塑性

歪エネルギーの合計，E は入力エネルギーである。Fig. 
14 より，架構のエネルギー吸収率ΣWf /E は壁ありモデ

ルの方が壁なしモデルよりも小さい傾向がある。Fig. 15
に各層の塑性歪エネルギーWf,i の高さ方向分布を示す。

Fig. 15 より，架構の塑性歪エネルギーは 6 層付近の下層

部に集中する傾向がみられる。また，壁ありモデルで

は壁なしモデルと比較して，全層の Wf,i が低減されてい

ることが分かる。しかし，静的解析で見られた上層部

への損傷分配によるエネルギー吸収の効果は軽微であ

ると示唆される。 
  

 

(a)X 方向 (b) Y 方向  
Fig. 14 地震波倍率とエネルギー吸収率の関係 

4 まとめ 
本報では，超高層建物を対象に静的増分解析および

時刻歴応答解析を行い，鋼板耐震壁の有無による架構

損傷への影響を確認した。以下に得られた知見を示す。 
(1) 静的解析の結果より，鋼板耐震壁を１スパン空けて

設置している X方向において，耐震壁を有する建物

では耐震壁のない建物よりも架構の初降伏タイミン

グは早まるが，架構の損傷を建物高さ方向に均一化

できる可能性がある。一方，耐震壁を５スパン空け

て設置している Y方向では，初降伏を早めることな

く架構の損傷を均一化できる可能性があることを確

認した。 
(2) 静的解析の結果より，X 方向と Y 方向における初降

伏のタイミングの違いについて，X 方向では耐震壁

に挟まれた１スパンの境界梁に変形が集中したこと

が降伏早期化の要因であると示唆される。 
(3) 動的解析の結果より，耐震壁を連層配置することで，

特定層への変形集中を抑制する効果があることを確

認した。 
(4) 動的解析の結果より，入力地震動の倍率が大きくな

るに伴い，架構のエネルギー吸収率が大きくなるこ

とを確認した。また，架構の塑性歪エネルギーは下

層部に集中する傾向があり，上層部でのエネルギー

吸収量は相対的に軽微であることを確認した。 
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Fig. 15 各層の塑性歪エネルギーの高さ方向分布 
*1 東京科学大学 Institute of Science Tokyo*１ 
*2 株式会社日建設計 NIKKEN SEKKEI LTD.*2 
*3 JFE シビル株式会社 JFE Civil Engineering & Construction Corporation*3 
*4 JFE スチール株式会社 JFE Steel Corporation*4 
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